
労働条件通知書兼雇用契約書(有期：茶摘み)
	年　　　月　　　日

事例１２作成例　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 　甲　静岡県市静岡市茶山○-○-○　　　　

　新緑茶業株式会社　　　　　　　　　

代表取締役　○　山　○　雄　　印　

乙　静岡県静岡市茶畑○-○ 　　　　　　

 ○　谷　○　郎　　　印　
甲と乙は、次のとおり雇用契約を締結し、双方で本書各１通を保有する。

	契約期間
	期間の定め　あり　（試用期間：入社日より１４日間）

　(○○年４月１５日～○○年５月１４日)

１　契約の更新の有無

[自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（　）]

２　契約の更新は次により判断する。

・契約期間満了時の業務量　　・勤務成績、態度　　　・能力

・事業の経営状況　　・従事している業務の進捗状況　・その他　　　

	就業の場所
	静岡県静岡市茶山○-○-○　当社茶園

	従事すべき業務の内容
	茶摘み・その他付随業務

	始業・終業の時刻

休憩時間、

所定時間外労働、休日労働の有無に関する事項
	１　始業・終業の時刻等

　　始業（　７　時　００　分）　終業（　１６　時　００　分）

　※ただし、茶時期には始業・終業時刻を繰上げ、繰下げすることがある。
２　休憩時間（　　６０　　）分

３　所定時間外労働・休日労働の有無　（　無　）



	休　　日
	毎週土曜、日曜日・国民の祝日、その他会社が指定した日

	休　　暇
	１　年次有給休暇　　無
　

	賃　　金
	１　基本賃金　イ　　月　給　　　　　

　　　　　ロ　　日　給（１０，０００円）

　　　　  ハ　　時間給

２　諸手当の額及び計算方法

　　（    手当            円　）　

３　所定時間外・休日または深夜労働に対して支払われる割増賃金率

　　所定時間外　２５％　法定休日　３５％　法定外休日 ２５％　深夜　２５％

４　賃金締切日　毎月　　当月２０日
５　賃金支払日　毎月　　末　日
６　支払方法　　銀行口座振込
７　昇給等　　　なし

	退職に関する事項
	１　定年制　非該当　　　継続雇用制度　非該当
２　自己都合退職の場合１ヶ月前までに申し出なければならない。

３　解雇の事由及び手続　

　事業の縮小・職務命令に対する重大な違反行為・雇用の継続がやむを得ない場合等　

	その他
	社会保険の加入　健康保険　厚生年金
労災保険の加入　あり　　雇用保険の加入　なし


・以上のほかは、労働基準法等の定めによる。
・雇用管理の改善等に関する相談窓口は代表取締役○山○雄とする。
・労働契約法第１８条の規定により、有期労働契約(平成２５年４月１日以降に開始するもの)の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から申し込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転換されます。
　　
労働条件通知書兼雇用契約書(有期：茶摘み)
	年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　甲

　印　
乙 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　印　
甲と乙は、次のとおり雇用契約を締結し、双方で本書各１通を保有する。

	契約期間
	期間の定め　なし　（試用期間：入社日より１４日間）

	就業の場所
	

	従事すべき業務の内容
	

	始業・終業の時刻

休憩時間、

所定時間外労働、休日労働の有無に関する事項
	１　始業・終業の時刻等

　　始業（　　　　　　　）　終業（　　　　　　　）

　※ただし、茶時期には始業・終業時刻を繰上げ、繰下げすることがある。
２　休憩時間（　　　　　）分

３　所定時間外労働・休日労働の有無　（　　　　）

※時間外・休日労働の限度時間は、時間外・休日労働に関する労使協定による。

	休　　日
	毎週土曜、日曜日・国民の祝日、その他会社が指定した日

	休　　暇
	１　年次有給休暇　法定通り付与

２　その他の休暇　

	賃　　金
	１　基本賃金　イ　　月　給（　　　　　　　　）

　　　　　ロ　　日　給（　　　　　　　　）
　　　　  ハ　　時間給（　　　　　　　　）
２　諸手当の額及び計算方法

　　　　　（  　  手当       　     円　）　

３　所定時間外・休日または深夜労働に対して支払われる割増賃金率

　　所定時間外　２５％　法定休日　３５％　法定外休日 ２５％　深夜　２５％

４　賃金締切日　毎月　　

５　賃金支払日　毎月　

６　支払方法　　

７　昇給等　　　

	退職に関する事項
	１　定年制　　　　　　　継続雇用制度　

２　自己都合退職の場合１ヶ月前までに申し出なければならない。

３　解雇の事由及び手続　

　　

	その他
	社会保険の加入　

労災保険の加入　　　　　　雇用保険加入　　


・以上のほかは、労働基準法等の定めによる。
・雇用管理の改善等に関する相談窓口は　　　　　　　　とする。
・労働契約法第１８条の規定により、有期労働契約(平成２５年４月１日以降に開始するもの)の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から申し込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転換されます。

